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第５章 危険物等災害対策計画 

 

第１節 災害予防 

  

第１ 基本的な考え方 

 

１ 趣旨 

危険物等災害による被害を未然に防ぐため、危険物等関係施設の安全性の確保、災害情報の収

集・伝達体制の整備、災害応急活動体制の整備、防災知識の普及・啓発に係る基本的な対策を推進

する。 

 

２ 対策の体系 

 

災

害

予

防 

  
危 険 物 等 関 係 施 設 の 安 全 性 の 確 保 

  
   
  

災 害 情 報 の 収 集 ・ 伝 達 体 制 の 整 備 
  
   
  

災 害 応 急 活 動 体 制 の 整 備 
  
   
  

防 災 資 機 材 の 整 備 
  
   
  

防 災 知 識 の 普 及 ・ 啓 発 
  

 

 ３ 留意点 

   この危険物等災害対策計画に定めのない事項については第２編「風水害対策計画」による。 

 

第２ 危険物等関係施設の安全性の確保 

 

１ 基本的事項 

県及び消防本部は、危険物等災害を未然に防止し、被害拡大防止対策を講ずるため、危険物等施

設の安全性の向上を図るとともに、危険物等施設の管理者に対し自主的な保安体制を強化するなど

の防災指導を推進する。 

 

２ 消防法に定める危険物 

   ◆実施機関 県（防災部消防総務課、警察本部）、消防本部 

 

過去の災害事例に基づき、消防法及び関係法令が改正され、施設の設置基準は強化されており、

災害に対する構造上の安全対策は講じられているが、老朽化や管理的要因により危険物等災害が発

生する場合があるので、県及び消防本部は実態把握に努めるとともに、関係事業者に対する指導の

強化や予防思想の徹底など普及・啓発を図る。また、危険物等施設の管理者にあっては自主的な保

安体制の強化に努める。 
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３ 高圧ガス施設 

   ◆実施機関 県（防災部消防総務課）、消防本部、高圧ガス管理者 

 

(1) 施設の現況 

平成29年3月31日現在高圧ガス保安法に基づく高圧ガス施設は、製造所521事業所、貯蔵所98事

業所、特定高圧ガス消費者48事業所である。 

 

(2) 予防計画 

ア 保安指導、保安教育 

県及び消防本部は、ガス等の災害を防止し、公共の安全を確保するため、関係法令（高圧ガ

ス保安法・液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律）に基づき、保安検査・

立入検査等により適正な保安管理を指導する。 

（ア）高圧ガス製造、販売、貯蔵、移動、消費、容器の製造及び取扱 

（イ）高圧ガス施設の管理者、高圧ガス保安統括者・保安係員等が非常時にとるべき措置 

イ 自主保安体制の確立 

事業所は、火災、ガス爆発の災害を未然に防止するため、自主保安体制を確立する。 

（ア）定期自主検査を行い、必要事項を保存 

（イ）防災設備の維持管理、整備及び点検 

（ウ）緊急時の関係機関に対する通報及び防災活動 

（エ）防災訓練の実施や災害対応マニュアルの作成 

 

４ 毒劇物取扱施設 

   ◆実施機関 県（健康福祉部、警察本部）、市町村、消防本部 

 

(1) 施設の現況 

毒劇物取扱施設の現況は次のとおりである。 

 

保健所別毒劇物取扱施設数 
（平成 29年 3月 31 日現在） 

 製 造 業 一般販売業 
農業用品目 
販 売 業 

特 定 品 目  
販 売 業 

小   計 業務上取扱者 

松  江 2 112 39 4 156 3 

雲  南 1 21 18  40  

出  雲 3 80 58 1 142  

県  央  23 26  49  

浜  田  52 19 1 72  

益  田  49 27 1 77  

隠  岐  9 10  19  

合  計 6 345 197 7 555 3 

 
 

(2) 予防計画 

県・市町村は、毒劇物取扱施設の実態把握に努める。県は立入検査等法令に基づく規制の強化

に努めるとともに事業者に対して流出防止対策の強化を指導する。 

（ア）研修会等での防災教育の徹底 

（イ）立入検査時の施設の安全化の指導 
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（ウ）毒劇物の流出等の防止及び中和等の除去等活動体制の整備 

（エ）緊急連絡、資材確保等の応急マニュアルの整備 

（オ）治療方法を記した書類の整備 

 

５ 火薬類施設 

   ◆実施機関 県（防災部消防総務課、警察本部生活安全企画課）、消防本部、各事業所 

 

(1) 施設の現況 

平成29年3月31日現在の火薬施設類の現況は、１級火薬庫30棟、３級火薬庫５棟、煙火火薬庫

８棟である。 

 

(2) 予防計画 

ア 保安指導、保安教育 

県及び消防本部は、火薬類の災害を防止し、公共の安全を確保するため、火薬類取締法に基

づく保安検査・立入検査等により適正な保安管理を指導する。 

（ア）島根県火薬類保安協会連合会の協力のもとに、火薬類取締保安責任者講習会等を随時開催

し、非常時にとるべき措置等災害対応及び予防の教育に努める。 

（イ）火薬類取締事業者が定める保安教育計画の認可に際し、災害対応及び予防の観点から十分

な指導を行う。 

イ 自主保安体制の確立 

 火薬類取締事業者は、災害を未然に防止するため、自主保安体制を確立する。 

（ア）火薬庫の所有（占有）者は、年２回以上定期自主検査を実施 

（イ）緊急時の関係機関に対する通報体制の確立 

（ウ）防災設備の維持管理、整備予備点検 

（エ）防災訓練の実施や災害対応マニュアルの作成 

 

第３ 災害情報の収集・伝達体制の整備 

 

１ 基本的事項 

危険物等災害により多数の死傷者を伴う大規模な災害が発生したとき、又は発生するおそれがあ

るときには、多種多様かつ多量の災害情報が発生する。 

このため、県、市町村、消防本部及び関係機関が、迅速かつ的確に防災対策を実施するためには、

これらの災害情報を迅速かつ的確に収集・伝達・処理するソフト、ハード両面の仕組みの整備が必

要である。 

 

２ 情報通信設備の整備 

   ◆実施機関 県（防災部消防総務課、防災危機管理課、健康福祉部、警察本部）、市町村、消防本部 

 

(1) 情報収集伝達機器の整備等 

県（防災部、健康福祉部）及び市町村は、危険物等取扱施設及び毒劇物取扱施設において災害

が発生した場合に、事故の状況等に関する情報を迅速かつ正確に収集するため、無線等の伝達機

器の整備を図るとともに、災害時に的確に使用できるよう日常業務又は訓練を通じて、使用方法

等について習熟を図る。 

なお、移動通信系の運用においては、通信輻輳時の混信等に留意するため、通信輻輳時及び途

絶時を想定した通信統制や重要通信の確保及び非常通信を取り入れた実践的通信訓練を定期的

に実施する。 
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(2) 情報収集・連絡要員の指定 

県（防災部防災危機管理課）は、専門機関等大規模・特殊災害時の支援要請先について、その

把握に努める。県及び消防本部は、迅速かつ的確な災害情報の収集・連絡の重要性にかんがみ、

災害現場で情報の収集・連絡に当たる担当員をあらかじめ選任する。 

３ 総合防災情報システムの活用 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、各部局） 

県は、危険物等災害が発生した場合は、電話等の通信手段以外に、総合防災情報システムを利用

し、消防本部等関係機関より情報を収集・伝達するほか、必要に応じ防災ヘリにより情報収集を図

る。また、県及び関係機関は、日常業務又は訓練を通じて、総合防災情報システムの使用方法等に

ついて習熟を図る。 

第４ 災害応急活動体制の整備 

１ 基本的事項 

各危険物等施設並びにその周辺及びそれ以外の地域おいて、危険物等災害により多数の死傷者を

伴う大規模な災害が発生したとき、又は発生するおそれがあるときに、効果的な応急対策を実施で

きるよう、県、市町村及び防災関係機関は、防災体制を整備し、関係機関との相互連携体制を確立

する。 

２ 防災組織の整備 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、警察本部）、市町村、消防本部、危険物等施設管理者 

(1) 防災組織の整備 

危険物等災害時の配備体制、登庁までの協議体制、災害対策本部室設営要領等を整備しておく。 

(2) 応急活動マニュアルの整備 

関係課及び各危険物等施設管理者は、必要に応じ応急活動のためのマニュアルを作成し、職員

に周知するとともに、活動手順、使用する資機材や装備の使用方法等の習熟、他の職員、機関等

との連携等について徹底を図る。 

第５ 防災資機材の整備 

１ 防災資機材の整備 

県（健康福祉部）、警察本部、市町村、消防本部、危険物等施設管理者及び関係機関は、各種危

険物等の性質に応じ、必要な防災資機材の整備を図る。 

２ 防災資機材等配備情報の収集・提供 

県（防災部防災危機管理課、各部局）は、総合防災情報システム等を用いて、関係課、危険物等

施設管理者及び関係機関への防災資機材等の配備状況について、情報の収集及び提供を行う。また、

大規模・特殊災害に対応するため、県外の防災資機材についても情報を収集する。 

第６ 防災知識の普及・啓発 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、警察本部）、市町村、消防本部、関係機関 

関係課・機関は、これまでも通常の保安・交通安全に関する広報を実施しているが、危険物等災害

の危険を軽減するため、防災訓練や広報誌紙の活用など様々な方法・機会を通じ、防災知識の普及・

啓発に努める。 
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第２節 災害応急対策 

 

第１ 基本的な考え方 

 

１ 趣旨 

危険物等災害が発生した場合における各種応急対策を実施する。 

 

２ 対策の体系 

 

災

害

応

急

対

策 

  
災 害 情 報 の 収 集 ・ 伝 達 

  

   

  
災 害 応 急 活 動 体 制 の 確 立 

  

   

  
危 険 物 等 の 漏 洩 ・ 拡 大 防 止 活 動 

  

   

  
救 急 ・ 救 助 、 医 療 救 護 及 び 消 火 活 動 

  

   

  
災 害 広 報 等 

  

 

第２ 災害情報の収集・伝達 

   ◆実施機関 関係各課・機関 

 

危険物等災害への対応を効果的に実施するためには、危険物等の種類、性状、量、拡散状況等に関

する情報をできるだけ正確かつ詳細に入手し、関係各課・機関間でこれらの情報を共有化することが

必要不可欠である。 

そこで、関係各課・機関は、危険物等災害発生時に災害応急対策を適切に実施するため、相互に密

接な連携の下に、迅速かつ的確に災害情報を収集し、伝達する。 

伝達系統としては、その状況下において最も迅速かつ確実な手段により行うが、県防災情報システ

ムを有効に使用することとする。また必要に応じ防災ヘリを運用し情報収集を図る。 

なお、総務省消防庁「危険物災害等情報支援システム」を活用することにより、危険物等災害の発

生に際して迅速に危険物の種類に応じた物性や特質、対処方法を把握できるため、このシステムを極

力活用する。 
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 危険物災害時の情報等の収集・伝達系統図は、次に示すとおりである。 
 
  

通報者 
  

島根県知事 

(防災危機管理課) 

 0852-22-5885 

(0852-22-5930) 

＊休日・夜間 

(危機管理当直) 

 0852-22-5885 

  陸上自衛隊 

 出雲駐屯地 

 0853-21-1045 

(0853-21-1045) 

  
    

         

  
各消防本部 

  
    

    

         

  
警   察 

  
     

    

       医療政策課 

 0852-22-6629 

(0852-22-6040) 

  

        医療機関 

・医師会          

           

        薬事衛生課 

 0852-22-5260 

(0852-22-6041) 

  

        
 

専門機関 
 

          

           

        警備課 

 0852-26-0110 

(0852-31-4825) 

  

          

          

           

        総務省消防庁 

平日(9:30～18:15) 

 03-5253-7527 

(03-5253-7537) 

平日(18:15～9:30)・休日 

 03-7253-7777 

(3-7253-7553) 

  

        
 

専門機関 
 

          

          

          

          

          

           

        日本赤十字社 

 0852-21-4237 

(0852-31-2411) 

  

          

          

 

（注）図中、組織・団体名の下に電話番号及びFAX番号（カッコ内）を明記 

 

第３ 災害応急活動体制の確立 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、警察本部）、市町村、消防本部、防災関係機関 

 

１ 基本的事項 

危険物等災害が発生した場合、県、市町村、防災関係機関は、一致協力して災害の拡大防止及び

被災者の救援救護に努め、被害の発生を最小限にとどめるため、収集された情報を基に、必要な組

織、動員その他の災害応急体制を速やかに確立する。 

 

２ 県の活動体制 

(1) 関係課の事務分掌 

危険物等災害に係る主な関係課の分掌事務は、次のとおりとする。 
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課  名 分    掌    事    務 

防災危機管理課 ・危険物等災害に関する情報の収集に関すること。 

・関係市町村等との情報連絡に関すること。 

・被害状況等の取りまとめに関すること。 

・関係機関との連絡に関すること。 

医療政策課 ・県医師会、日本赤十字社島根県支部等との連絡に関すること。 

・ＤＭＡＴの派遣、医療救護班の編成及び派遣に関すること。 

・医薬品及び衛生材料の調達に関すること。 

障がい福祉課 ・ＤＰＡＴの派遣に関すること。 

薬事衛生課 ・関係保健所との連絡調整に関すること。 

・医薬品及び衛生材料の調達等に関すること。 

警備課 ・危険物等災害に係る罹災者の救出・救助に関すること。 

・現地情報の収集に関すること。 

 

(2) 配備体制 

 県は、危険物等災害の状況に応じて、次に掲げるところにより必要な配備体制をとる。 

 

体

制 
基  準 

体 制 の 決 定 
動  員 

本  庁 地 方 機 関 

危 

険 

物 
等 
対 

策 

本 

部 

 危険物等災害が

発生し、多数の人的

被害が生じるおそ

れがある場合、又は

多数の人的被害が

発生した場合 

１ 防災危機管理課長

が関係課長と協議し

た結果を防災部長に

報告し、防災部長が決

定し、設置する 

２ 緊急性が高い場合

は防災危機管理課長

が防災部長に報告し、

防災部長が決定し、設

置する 

１ 防災部長が決定し、

指示する 

１ 本庁 

  次に掲げる課の指

名する職員 

  各部局主管課 

  消防総務課 

  防災危機管理課 

  薬事衛生課 

  警察本部警備課 

  及び防災部長の指

名する職員 

 

２ 地方機関 

  防災部長、支庁長、

県土整備事務所長又

は県央県土整備事務

所大田事業所長が指

名する地方機関職員 

 

－ 

２ 支庁長、県土整備事

務所長又は県央県土

整備事務所大田事業

所長が必要と認める

地区防災委員会の構

成機関の長と協議し

て決定する 

３ 緊急性が高い場合

は支庁長、県土整備事

務所長又は県央県土

整備事務所大田事業

所長が決定する 
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体

制 
基  準 

体 制 の 決 定 
動  員 

本  庁 地 方 機 関 

災 
 

害 
 

対 
 

策 
 

本 
 

部 

 災害の規模及び

範囲から、特に対策

を要すると知事が

認めた場合 

１ 知事が決定し設置

する 

２ 防災部長が関係部

長と協議した結果を

知事に報告し、知事が

決定し、設置する 

３ 事故対策本部長(防

災部長)が関係部長と

協議した結果を知事

に報告し、知事が決定

し、設置する 

１ 知事が決定し、指示

する 

１ 本庁 

  次に掲げる課の指

名する職員 

  各部局主管課 

  消防総務課 

  防災危機管理課 

  道路維持課 

  (森林整備課 

※林道の場合) 

  警察本部警備課 

  医療政策課 

  障がい福祉課 

  及び知事の指名す

る職員 

 

２ 地方機関 

  知事、支庁長、県土

整備事務所長又は県

央県土整備事務所大

田事業所長が指名す

る地方機関職員 

 

－ 

２ 緊急性が高い場合

は、支庁長、県土整備

事務所長又は県央県

土整備事務所大田事

業所長が決定し、直ち

に知事に報告する 

３ 緊急性が高い場合

は、地区対策本部長

(支庁長、県土整備事

務所長又は県央県土

整備事務所大田事業

所長)が決定し、直ち

に知事に報告する 

 

(3) 危険物等対策本部及び災害対策本部の設置・運営 

ア 危険物等対策本部 

（ア）設置の基準 

防災部長は、危険物等災害が発生し、多数の人的被害が生じるおそれがある場合、又は多

数の人的被害が発生した場合、危険物等対策本部を設置する。 

（イ）廃止の基準 

 危険物等対策本部は、おおむね次の基準により廃止する。 

ａ 発生が予想された危険がなくなり、対策の必要がなくなったと認められるとき。 

ｂ 応急対策がおおむね終了したと認められるとき。 

 

(4) 災害対策本部 

知事は、災害の規模及び範囲から、特に対策を要すると認めた場合、災害対策本部の設置を決

定し、速やかに災害対策の推進に関し総合的かつ一元的な応急活動体制を確立する。災害対策本

部は、本部長・副本部長及び本部員をもって構成し、災害対策の基本的な事項を本部会議におい

て協議する。 

災害対策本部を設置したときは、島根県災害対策本部室（防災センター室）及び島根県災害対

策本部（６階会議室）を設営する。 
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(5) 広域応援体制 

知事は、危険物等災害による被害が甚大であり、県をはじめ市町村や各防災関係機関単独では

対処することが困難と予想される場合において、人命又は財産の保護のため、他の都道府県及び

市町村、消防本部に応援要請を行い、広域応援体制を確立する。 

県は、災害応急対策を行うために必要な場合、指定行政機関、関係地方行政機関又は関係指定

公共機関に対し、職員の派遣を要請する。 

 

(6) 自衛隊の災害派遣要請 

知事は、危険物等災害による被害が甚大であり、県をはじめ市町村や各防災関係機関単独では

対処することが困難と予想される場合において、人命又は財産の保護のため、自衛隊法第83条の

規定に基づく自衛隊災害派遣要請をする。また、海上自衛隊は自衛隊法第83条に基づく空港事務

所又は第八管区海上保安本部からの災害派遣要請による活動にも対応する。 

 

３ 関係市町村の活動体制 

関係市町村は、危険物等災害が発生した場合には、迅速かつ的確に応急措置を実施することがで

きるよう、市町村地域防災計画の定めにより、速やかに対策本部を設置する等必要な体制を確立す

る。 

 なお、災害対策本部等を設置したときは、県をはじめ防災関係機関に通報する。 

 

４ 指定地方行政機関等の活動体制 

指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関等は、危険物等災害が発生した場合には、

迅速かつ的確に応急措置を実施することができるよう、法令又は防災業務計画、防災に関する計画

に基づき、速やかに対策本部を設置する等必要な体制を確立する。 

 なお、災害対策本部等を設置したときは、県をはじめ防災関係機関に通報する。 

 

第４ 危険物等の漏洩・拡大防止活動 

   ◆実施機関 県（防災部防災危機管理課、警察本部）、市町村、消防本部、第八管区海上保安本部、中国地方整備

局、自衛隊、山陰沖排出油等防除協議会 

 

１ 基本的事項 

危険物等が流出・漏洩した場合は、施設管理者が初期対応を実施するが、対応しきれない場合な

どにおいては、施設管理者は、消防本部のほか警察本部、道路管理者等関係機関と協力し、防除活

動、避難誘導活動等を実施し、危険物等による被害の拡大防止に努める。 

専門機関職員・資機材等を早急に派遣・搬送する必要がある場合は、警察による車両の先導又は

防災ヘリ等を利用する。 

 

２ 海洋・河川への流出 

県又は中国地方整備局は、ヘリコプター、船艇等を用いて独自に情報収集するほか、海上自衛隊

等又は第八管区海上保安本部へ災害派遣要請を行う。第八管区海上保安本部、中国地方整備局等の

防災関係機関は、流出油事故を覚知したときは、直ちに初期評価（流出油の現状把握、防除方針の

決定及び伝達）を行い、流出油防除を迅速かつ的確に実施するため、山陰沖排出油等防除協議会等

関係団体との協力連携体制を確立し、初動段階において有効な防除勢力の先制集中を図る。 
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３ 道路上への流出 

道路上へ危険物等流出事故が発生した場合は、消防本部が事故対応を実施するが、対応しきれな

い場合などにおいては、道路管理者は、消防本部、警察本部等関係機関と密に連絡をとり、初動段

階から相互に連携した防除活動、避難誘導活動等を実施し、危険物等による二次災害の防止に努め

る。 

 

第５ 救急・救助、医療救護及び消火活動 

 

１ 基本的事項 

危険物等災害が発生した場合の救急・救助、医療救護及び消火活動に当たっては、各危険物施設

管理者と消防本部が協力して消火救難活動を実施する。 

 

２ 救急・救助活動 

   ◆実施機関 県（防災部消防総務課、防災危機管理課、地域振興部、健康福祉部、土木部、警察本部）、市町村、

消防本部、危険物等施設管理者、自衛隊、日本赤十字社、島根県医師会、島根県看護協会 

 

(1) 危険物等施設管理者の体制 

各危険物等施設管理者は、県、警察本部、市町村、消防本部等と協力して救出・救助活動体制

を迅速に確立する。 

 

(2) 応援要請 

県は、県のみでは医療救護班が不足すると認める場合は、中国５県又は中国・四国９県災害時

相互応援協定等に基づき応援を要請する。その他の都道府県については、厚生労働省を通じて救

護班の派遣を要請する。 

 

３ 医療救護活動 

県は、市町村及び消防本部、ＤＭＡＴ指定医療機関、島根県医師会、島根県看護協会、日本赤十

字社島根県支部等と連携を図りながら、危険物等災害に伴う傷病者等の発生状況について情報収集

を行い、それに基づいて、ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ及び医療救護班の派遣など迅速かつ適切な医療救護

活動を行う。 

なお、具体的な事項については、「島根県災害時医療救護実施要綱」及び「島根県ＤＰＡＴ実施

要領」による。 

 

 ４ 消火活動 

(1) 消防本部の体制 

各消防本部は危険物等災害に伴い消火活動の必要が生じた場合、迅速に消防体制を確立し、消

防活動を実施する。 

 

(2) 危険物等施設管理者の体制 

各危険物等施設管理者は市町村、消防本部等と連携し、初期消火活動の必要が生じた場合、迅

速に消火活動体制を確立し、消火活動を実施する。 

 

(3) 他の消防本部に対する応援要請 

ア 島根県消防広域相互応援協定による応援 

所轄する市町村等の消防力では、鉄道災害に伴う火災の防御が困難な場合、被災市町村・消

防一部事務組合は、県内の他の市町村・消防一部事務組合に対し、消防機関による応援の要請

を行う。 
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島根県地域防災計画（資料編）「島根県消防広域相互応援協定書」参照。 

イ 緊急消防援助隊等による応援 

知事は、県内の消防力を結集しても、危険物等災害に伴う火災の防御が困難であると認めら

れる場合、消防組織法第44条の規定に基づき、消防庁長官に対して緊急消防援助隊や他の都道

府県及び消防機関が保有するヘリコプターの派遣を求める広域航空応援等の要請を行う。 

 

第６ 災害広報等 

 

１ 基本的事項 

危険物等災害が発生した場合には、県、市町村、消防本部等は、現有の広報手段を駆使して、災

害状況によっては報道機関への放送要請を行うなど関係機関等と効果的に連携し、災害広報を実施

する。 

 

２ 災害広報の実施 

   ◆実施機関 県（広報部広報室、防災部防災危機管理課）、市町村、消防本部、危険物等施設管理者、報道機関 

 

(1) 情報発信活動 

ア 各種情報の収集・整理 

県は、関係機関との情報交換を密にし、危険物等災害対策に関する各種情報を収集・整理す

る。この場合には、情報収集系統に混乱が生じないように留意する。 

また、災害発生初期には、不正確な情報が伝達されている可能性があるため、できる限り正

確な情報の収集に努める。 

イ 情報発信 

災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報、医療機関などの情報、それぞれの

機関が講じている対策に関する情報、交通規制等ニーズに応じた情報をインターネット、広報

紙、報道機関への報道依頼等を通じて適切に提供する。 

なお、県及び市町村、指定行政機関、公共機関、危険物等施設管理者は、情報の公表あるい

は広報活動の際、その内容について、相互に連絡をとりあう。 

 

(2) 関係者等からの問い合わせに対する対応 

災害発生初期には、報道機関からの取材等各種問い合わせが集中する可能性がある。このため、

広報部門での対応のほか、各部門での広報責任者を明確にすることにより、適切に対応できるよ

うに努める。 
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第３節 災害復旧 

 

第１ 復旧事業 

   ◆実施機関 危険物等施設管理者 

 

被災した危険物等施設を復旧する場合にあっては、管理者は万全な再発防止策を講じる。 

 

第２ 緊急点検 

   ◆実施機関 危険物等施設管理者 

 

施設復旧と併せて、被災箇所以外の施設について、再発防止のための緊急点検を実施する。 

 

 

 

 


